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ご あ い さ つ

大量消費、大量廃棄の社会がもたらした地球規模の環境問題は人類の大きな課題であり、

持続可能な循環型社会への移行が求められています。循環型社会の形成に向けて、環境経営

への取り組みは企業の責務であり、旭電化グループにとって重要な経営課題です。

旭電化工業株式会社は、化学品と食品の両部門を持つ企業として

「新しい潮流の変化に鋭敏であり続けるアグレッシブな先進企業を目指す」

「世界と共に生きる」

という経営理念のもと、法令の遵守と社会倫理に則った公正透明な企業活動を行い、安全で

高品質な商品・サービスを開発、提供することにより、健康で豊かな社会の実現に貢献して行

きたいと考えています。その中で、環境問題への取り組みを最重要課題と位置づけ、事業活

動の全ての面で環境保全に配慮し、より環境負荷の少ない製品開発に努め、省資源・省エネ

ルギー、廃棄物削減を進めてまいります。また、私たちは日本レスポンシブル・ケア協議会（ＪＲ

ＣＣ）に設立と同時に入会し、「健康・安全・環境」の確保に向けて自主管理活動を積極的に

展開しています。

産業界で重大事故が多発し、社会の信頼を損なうような残念な事態を招くこととなった２００３年

度においても、旭電化グループは無事故を続けることができました。これは、特別点検と安全

監査による対策強化とともに日頃の安全活動が報われた結果と捉えています。

２００３年度に旭電化工業株式会社は、千葉工場、富士工場が労働安全衛生の管理システム

であるＯＨＳＡＳ１８００１を適合取得し、これによって6工場全てでのＯＨＳＡＳ１８００１取得となりまし

た。更に、明石工場が食品ＨＡＣＣＰ承認取得し、食品は２工場ともにＨＡＣＣＰ承認となり、工場

の管理システム拡充を遂げました。既に全６工場で認証取得しているＩＳＯ１４００１（環境管理シス

テム）と化学品5工場で認証取得しているＩＳＯ９００１（品質管理システム）を合せ、これらの管理

システムを確実に運用することで、より高いレベルの安全・環境を確保して行きたいと考えて

います。

本報告書は、2003年度の旭電化工業株式会社とグループ企業の環境保全活動に対する取

り組みと成果をまとめたものです。皆様のご理解と一層のご支援をお願い申し上げます。

2004年8月

代表取締役会長
兼最高経営責任者

代表取締役社長
兼最高執行責任者



⑨アムファインケミカルCORP.

（米国）

⑩アサヒデンカ（シンガポール）

PTE.LTD.

⑪アデカファインケミカルコリア

CORP.

⑫アサヒデンカコリアCORP.

⑬アサヒデンカ（アジア）

PTE.LTD.（シンガポール）

⑭長江化学股　有限公司（台湾）

⑮（株）東京環境測定センター※

①～⑭の会社は、連結子会社です。

※の会社は環境報告書に記事および

データを掲載している会社です。

グループ企業（連結子会社14社）

①（株）アデカクリーンエイド※

②陽光産業（株）※

③アデカ総合設備（株）※

④旭食品販売（株）※

⑤アデカ物流（株）※

⑥アサヒ・ファインフーズ（株）※

⑦（株）ヨンゴー※

⑧オキシラン化学（株）※

創　　立 1917年（大正6年）1月

資 本 金 178億円

売 上 高 単独1,074億円 連結1,413億円

（2003年度）

従業員数 単独1,503人 連結2,189人

（2004年3月末）

販売製品 汎用化学品、機能性化学品、食品

プラスチックス添加剤、難燃剤、回路形成材

料、高純度半導体材料、液晶材料、光硬化樹

脂、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、界面活性

剤、潤滑油剤、電材・金属処理剤、無機製品、

製パン関連製品、製菓関連製品、冷凍食品

旭電化工業株式会社では、一例を下図に示した多様な分野の製品に必要な素材および原料を提供しています。化学品部門は

プロピレングリコールなどの汎用化学品からプラズマディスプレイ用材料などの先端分野向けの機能性化学品をラインアップし、

成長・重点事業である樹脂添加剤、電子・情報関連製品の開発拡大に注力しています。食品部門は「安全・安心」と「おいしさ」を

大切にし、マーガリン、ホイップクリームなど、素材にこだわったリス印製品を提供しています。

会社概要

業績概要

事業内容

売上高と経常利益

■ 化学品部門

科学技術をひらく
信頼のアデカ

おいしさと安心の
ベストパートナーリス印

■食品部門

●売上高（億円） ●経常利益（億円） ●売上高比率（単独）

高純度の過酸化水素

水溶性の金属加工油
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樹脂の添加剤

光安定剤

耐熱性の可塑剤

光記録材料

液晶材料

エポキシ樹脂硬化剤

事業活動の概要
旭電化工業株式会社は、皆様の暮らしの中の様々な分野で企業活動を展開しています。化学品部門では「化学技

術をひらく信頼のアデカ」、食品部門では「おいしさと安心のベストパートナー リス印」として、多様化する時代

のニーズを鋭敏に捉え、企業としての社会的責任を果たすとともに、信頼できる製品を提供しています。

旭
電
化
グ
ル
ー
プ
の
事
業
活
動



■生産拠点

日本各地の生産拠点・研究拠点と相互に連携をとることで、市場ニーズに即応できる体制をとっています。「安全で事故のない、

環境にやさしい工場」を目指しISO14001の認証取得を6工場とグループ企業2社で完了しています。さらに海外においても、

アジア諸国はもとより欧米地域まで、事業をグローバル展開しています。

■海外拠点
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鹿島工場 ●●●●
（鹿島工場西製造所）●●●●

千葉工場 ●●●

相馬工場 ●●●

三重工場 ●●●

ASAHI DENKA EUROPE GmbH

（ドイツ）

ADEKA PALMAROLE SAS

（フランス）

国都化工（昆山）有限公司
阿洒旭電化（上海）有限公司
阿洒旭精細化工（上海）有限公司
艾迪科精細化工（常熟）有限公司
（中国）

FELDA OIL PRODUCTS SDN.BHD.
PALM-OLEO SDN.BHD.
（マレーシア） ASAHI DENKA（SINGAPORE）PTE.LTD.

ASAHI DENKA（ASIA）PTE.LTD.

（シンガポール）

長江化学股　有限公司

（台湾）

ADEKA FINE CHEMICAL KOREA CORP.
ASAHI DENKA KOREA CORP.
（韓国）

AMFINE CHEMICAL CORP.

ASAHI DENKA USA,INC.

（米国）

ADEKA（THAILAND）CO.,LTD.

（タイ）

明石工場 ●●●

● ISO９００１認証取得工場

● ISO１４００１認証取得工場

● OHSAS１８００１適合取得工場

● HACCP承認取得工場

● 対米HACCP承認取得工場

事業所ネットワーク

アサヒ・
ファインフーズ（株）●

富士工場 ●●●

オキシラン化学（株）三重工場 ●●

日本に、そして世界に広がる旭電化グループ

E N V I R O N M E N T A L  R E P O R T  2 0 0 4

旭
電
化
グ
ル
ー
プ
の
事
業
活
動■事業所

本社
東京都荒川区東尾久七丁目2番35号　

本社事務所
東京都中央区日本橋室町二丁目3番14号　古河ビル

大阪支社
大阪市中央区南本町四丁目2番21号　イヨビル

名古屋支店
名古屋市中村区名駅南一丁目20番12号 ヨンゴービル

福岡支店
福岡市博多区博多駅前三丁目22番8号　朝日生命博多駅前ビル

札幌営業所
札幌市中央区北3条西三丁目1番地47号 ノース33ビル

仙台営業所
仙台市青葉区一番町二丁目3番20号　第3日本オフィスビル

岡山営業所
岡山市本町6番30号 フジビル

■研究所
尾久地区開発研究所
東京都荒川区東尾久七丁目2番35号

浦和地区開発研究所
さいたま市南区白幡五丁目2番13号

久喜地区開発研究所
埼玉県南埼玉郡菖蒲町昭和沼20番地

■生産工場
鹿島工場
茨城県鹿島郡神栖町東和田29番地

（鹿島工場西製造所）
茨城県鹿島郡神栖町東深芝5番地

千葉工場
袖ヶ浦市北袖三丁目1番地

三重工場
三重県員弁郡東員町山田3707番地1

富士工場
富士市富士岡580番地

明石工場
兵庫県加古郡稲美町六分一1183番地15

相馬工場
相馬市光陽一丁目1番1

アサヒ・ファインフーズ株式会社
鳥取県堺港市竹内団地207番地

オキシラン化学株式会社三重工場
三重県員弁郡東員町山田3616-4
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環境基本方針

環境行動指針

1.「4つの安全」活動の推進による安全・衛生の

確保と環境負荷の最小限化

2. 法令の遵守による社会的規範に適応したコン

プライアンス経営

3. 社内外との積極的なコミュニケーションの推進

4. 海外進出における環境保全および安全･品質

の確保への積極的対応

環境への姿勢と活動結果
商品・サービスの研究・開発から提供に至るまでの事業活動全般における地球環境保全への取り組み姿勢として、

以下に挙げる「環境基本方針」「環境行動指針」「環境行動目標」を策定しています。旭電化工業株式会社とグループ企業

が一貫してこれらの方針のもとに企業活動を展開することで、地球環境保全への継続的な取り組みに努めていきます。

1. 地球環境汚染の防止および環境の保全に対する

全社の取り組み

私たち一人ひとりが環境保全に強い意識を持ち、

事業活動の全てにおいて、環境との調和・融合を図り、

公明正大かつ持続可能な活動を行うために、社内各

部署、グループ企業と協力し、総合的・有機的な取り

組みを展開します。

2. 企業としての責任

研究、開発、購買、生産、販売、物流、廃棄に至る全

てのライフサイクルにおいて、省資源、省エネルギー、

産業廃棄物の抑制・再利用・再資源化等による環境負

荷低減に努めるとともに、環境配慮型商品および環境

保全技術の開発・提供を推進します。さらには環境保

全に適合した製品を積極的に使用し、持続的社会の実

現に尽力・貢献します。

3. 社会への貢献

企業が社会の一員であることを強く認識し、環境に

対する法および政策を遵守し、また環境情報を公開し、

社会や地域における環境保全活動への支援・協力を行

います。

■環境安全

省エネルギーの推進、廃

棄物の削減、有害化学物

質の排出削減を進めます。

■労働安全

リスクアセスメント、KY

活動の充実によって作業

安全の確保と災害の未然

防止を図ります。

■設備安全

自主保全活動の強化と設備

の計画的更新を行い、事

故の未然防止を図ります。

■品質安全

化学物質と製品の取り扱

いについて適正な情報提

供を行います。

環境行動目標

1. 安全の確保

■労働災害、通勤途上災害の撲滅：発生ゼロ

■生産設備に係わる重大事故の撲滅：発生ゼロ

2. 環境パフォーマンスの継続的改善

■省エネルギーの推進

①エネルギー原単位の削減：年率1％以上、2010

年度までに1990年度対比10％改善

② CO2排出量の削減：2010年度までに1990

年度対比10％改善

■産業廃棄物の削減

①発生量の削減：年率1％以上

②再資源化率の向上：2010年度までに外部委託

先再資源化率76％

③最終埋め立て量：2010年度までにゼロ

（外部委託処分量の1％未満）

■有害化学物質の排出量の把握と削減

① PRTR対象物質排出量の削減：2005年度まで

に2000年度対比50％改善

②物流環境負荷の低減活動の展開

3. グリーン購入の推進

■グリーン購入率の向上：文具類80％、文具以外

の指定品目80％

4. 環境マネジメントシステム、労働安全衛生マネ

ジメントシステムの拡充と継続推進（ISO、

OHSAS）
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環境保全のための重要な項目については、具体的数値目標を定めた上で保全活動を進めています。各取り組みに対する

2003年度の達成状況および結果は以下の通りです。

活動結果の概要

環境行動目標に対する2003年度の達成結果

E N V I R O N M E N T A L  R E P O R T  2 0 0 4

災害、事故の撲滅

（１）労働災害の発生ゼロ

（２）生産設備に係わる重大

事故の発生ゼロ

（１）エネルギー原単位を年

率１%改善

（２）エネルギー原単位を

２０１０年度までに１９９０年

度対比１０％改善

（１）発生量の年率１％削減

（２）２０１０年度までに外部委託

の再資源化率７６％以上

（３）２０１０年度までに最終埋立

量ゼロ（ゼロエミッション）

（１）大気・水域への環境

汚染物質の排出管理

（２）PRTR対象物質の

排出削減を２００５年

度までに２０００年度

対比５０％削減

（１）グリーン購入率の向上

２００５年度までに購入率

８０％以上

（１）労働安全衛生

マネジメントシステムの推進

（２）環境マネジメント

システムの推進

（３）食品衛生管理

システムの拡充

（4）品質マネジメント

システムの推進

省エネルギーの推進

産業廃棄物の削減

環境負荷物質の

排出削減

グリーン購入の推進

マネジメントシステム

の拡充と推進

取り組み項目 行動目標

（１）CO2排出量を２０１０年度まで

に１９９０年度対比１０％削減

温室効果ガスの
排出削減

2003年度の結果

・休業災害が１件発生しましたが、前年度より３件減少しました。

・生産設備に関わる事故発生はなく、目標を達成しました。

・エネルギー使用量は前年度より１％減少しました。

・エネルギー原単位は、前年度より１％改善し、１９９０年度対比

では９％の改善になりました。

９

１７,１８

１８
・CO2排出量は前年度より１％減少し、１９９０年度対比７％の削減

になりました。

・発生量は、前年度より１％増加しましたが、減量化処理を進め、

外部委託処分量を７％削減しました。

・外部委託処分量の５８％を再資源化利用しました。再資源化率

は前年度と同等でした。

・最終埋立量は１,２８１tで、前年度より１０t減少しました。

・相馬工場は最終埋立量ゼロを達成しました。

１９,２０

・SOX、NOX、煤塵、COD、BODのいずれも自主管理基準に

基づいて管理しました。

・政令対象物質は５４物質、排出量合計は１０tで、前年度より０.５t

増加になりました。

・日化協*対象物質は、８７物質で、排出量５９tで、前年度より１t

増加になりました。

２０

・OHSAS１８００１を千葉工場、富士工場で適合取得し、旭電化

工業（株）は６工場全てで取得となりました。

・ISO１４００１について、旭電化工業（株）の６工場とグループ企業

の２社で継続改善を進めました。

・明石工場でHACCP承認取得し、鹿島工場およびグループ企業

1社をあわせて、食品工場は全て取得しました。

・ ISO９００１について旭電化工業（株）の５工場とグループ企業の

３社で移行審査を完了し、継続改善を進めました。

８

・旭電化工業（株）は、文具類で前年度より３ポイント向上して７３％、

文具以外の指定品目は１ポイント向上して６９％になりました。 ２２

記載頁

社団法人日本化学工業協会。*日化協用 語 解 説
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環境管理推進組織
取締役兼常務執行役員を本部長とする環境・安全対策本部が、化学物質管理、廃棄物管理、省エネルギー推進

などを統括し、その指示のもとで各事業所は環境管理活動を展開しています。

環境管理推進組織

環境･安全対策本部の統括による環境活動推進体制

■方針管理のチェック（監査活動）

①社長監査

経営トップによる一年間の活動結果の監査を、

6工場を対象に実施しています。

②環境・安全対策本部監査

本部による各事業所の方針・目標に対する活動

状況の監査を年1回実施しています。

③システム監査

環境管理システムの内部監査、第三者による

定期審査を受審し、結果について分析評価し

ています。

■事業所ごとの方針展開

年度方針に沿って、ISOやOHSASの管理手法を

用いた活動を推進しています。また、活動方針に対

する整合性の確認およびコミュニケーションの円滑

化を図るため、以下の会議を開催しています。

①環境・保安連絡会議

本部方針と事業所の活動の整合性を確認し合って

います。

②化学物質管理委員会

化学物質の情報交換、規制法規の理解などに努め、

従業員の教育・啓発に努めています。

③グループ企業環境連絡会議

グループ企業に対し、本部方針の伝達および進捗

状況の確認などの情報交換を実施しています。

■年度方針および活動計画の策定

本部の各委員会において前年

度の年間活動結果にもとづき、

環境・安全、化学物質管理、産業

廃棄物管理の方針・中期計画を

決定します。

年度方針の見直し、是正・予防処置により継続的

改善を図っています。

PDCAサイクルの実践と活動の概要

環境・安全対策本部による年度方針／中・長期計画の策定（Plan）、事業所ごとの方針展開（Do）、方針管理のチェック（Check）、

方針・計画の見直し（Action）の手順で管理活動を展開し、継続的改善を図っています。

環境管理活動の進捗状況

Total Productive Maintenance：「全員参加の生産保全」

活動で社団法人日本プラントメンテナンス協会による審査で

優秀な事業所に与える賞です。

Hazard Analysis ＆ Critical Control Point：危害分析

重要管理方式といい、食品の安全管理手法のひとつです。
*TPM賞 *HACCP用 語 解 説



8

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

マネジメントシステムの活動状況
2003年度はＯＨＳＡＳ18001適合を千葉工場、富士工場で取得し、これで旭電化工業（株）の全ての工場で適合

取得しました。更にＩＳＯ9001、ＩＳＯ14001およびＯＨＳＡＳ18001*の3システムの統合マネジメントシステム*を

進めています。

相馬工場ではＩＳＯ9001、ＩＳＯ14001およびＯＨＳＡＳ18001のシステムの統合を進め、8月の認証登録を目標にしています。

今後、他工場でも統合マネジメントシステムを導入する予定です。全従業員数に対するＩＳＯ14001の認証取得の割合は56％に

なります。

マネジメントシステム取得状況

全食品工場でのHACCP認証取得をはじめ、各認証の取得を推進

認証取得への取り組み

■鹿島工場のＴＰＭ優秀賞の継続賞の取り組み

① 2004年10月に継続賞の本審査を受ける計画で活動中

です。

②プロセス総点検を軸に活

動を進めており、バッチ

反応時間の短縮、手作

業の内容分析を行い、

不要作業を排除するな

どに重点をおいた活動

を展開中です。

■マネジメントシステムの継続的な改善の実施

各事業所は方針の立案から実施への展開に対し、毎年見

直しを行い、実施改善項目をシステムのパフォーマンス

評価項目に取り入れています。内部監査で進捗を点検し、

是正処置を行っています。

■ HACCP

①明石工場では2004年3月に承認取得し、更に食品の

安全・安心の一層の向上に努めています。

②製造加工工程のあらゆる段階で発生する恐れのある汚

染などの危害について調査分析しました。また、より

安全性が確保された製

品を得られるように、

製造工程の段階でどの

様な対策を講ずれば良

いか、などの重要管理

事項を定め常時管理記

録を行っています。

各工場とも順次認証を取得、また取得計画も推進

鹿島工場でのTPM審査風景

三重工場 １９９６年１２月 １９９３年６月 １９９５年優秀賞 － ２００１年 ９月

１９９８年３月 １９９６年４月 １９９５年優秀賞 ２００２年３月 ２００２年１１月

２０００年５月 １９９７年７月 １９９４年優秀賞 － ２００３年１０月

２０００年４月 １９９７年１月 － － ２００３年１２月

１９９８年８月 － － ２００２年１２月

鹿島工場

富士工場

明石工場

千葉工場

相馬工場

工場 ISO１４００１
取得状況

IS0９０００F
取得状況

TPM賞*
取得状況

加工油脂業界HACCP*
取得

OHSAS１８００１*
取得状況

２００１年３月 － ２０００年継続賞 ２００４年３月 ２００３年 ３月

２０００年８月

Occupational Health and Safety Assessment Series：

リスクアセスメント（危険評価）を実施して潜む危険有害要因を洗

い出し、リスク低減を図る労働安全衛生マネジメントシステムです。

IMS：integrated management systemは環境ISO、

品質ISO、労働安全OHSの3つのシステムを統合し、経営

の効率化を図るシステムです。

*OHSAS
18001

*統合マネジメント
システム用 語 解 説

●旭電化工業（株）

（株）アデカクリーンエイド － １９９９年１０月 － －

－ ２００２年 ３月 － －

２００１年３月 １９９７年１０月 １９９５年優秀賞 －

－ － － １９９８年１月

－ － －

アデカ総合設備（株）

アサヒ・ファインフーズ（株）

オキシラン化学（株）

（株）東京環境測定センター

企業 ISO１４００１
取得状況

IS0９０００F
取得状況

TPM賞*
取得状況

HACCP*
取得状況

２００３年２月

●グループ企業

ISO９０００FについてはISO９００１：２０００への移行審査を全ての事業所で完了しています。

明石工場でのHACCP
監査の受審風景
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法規制の遵守と安全衛生活動の推進
2002年度に設置した「コンプライアンス推進委員会」による事業活動の適正化および法規制に関する違反チェック体制

の確立と、社員へのガイドラインの浸透教育などを行うことで、法令遵守の強化を推進しています。また、安全衛生・保安

防災の視点では、各事業所ごとに災害防止対策の検討および保安防災訓練を行い、事故・災害の防止に努めています。

■コンプライアンス指針の制定

「コンプライアンス行動ガイドライン」を定め、グループ

企業を含め周知徹底を図りました。「環境保全」との繋が

りにおけるコンプライアンスとして以下の4項目を定め

ています。

①公害の防止

②製品の環境負荷低減

③産業廃棄物の適正な

処理、リサイクル

④省エネルギー

■環境保全に関するコンプライアンスの具体例

①事業所のコンプライアンスの取り組み

鹿島工場では、以下の3つの項目を実施しています。

・利害関係者に対する遵守すべき項目の明確化

・新規設備予算積算時と工事開始依頼時のダブル

チェックによる関係法規遵守

・工場長を委員長とする工場コンプライアンス委員会

（1回／月）による年間計画の進捗管理の徹底

②産業廃棄物委託会社の信用調査の実施

排出した産業廃棄物の最終処分まで責任を持てる管理を

目指し、2003年度に60社中10社を抽出して調査を行

い、評価内容により委託先の変更を行うなど対応しました。

この取り組みは2004年度も引き続き実施します。

コンプライアンス*対応

ガイドラインの策定による環境保全活動の実施

■千葉工場の目で見る作業手順の見直し

ゼロ災リーダ会議において、過去の災害・ヒヤリハット

事例などから重大災害発生の可能性がある作業を選定

し、その作業をビデオに録

画して不安全な手順の抽出

と対策の討議を行います。

これを基に、各職場でゼロ

災リーダを中心に作業手

順の改善を進めています。

■鹿島工場の電気火災防止への取り組み

電気火災の原因を調査して問題点を把握し、その改善

対策に取り組んでいます。その主な内容は以下の通りです。

①ケーブル多条布設による温度上昇：センサーによる温

度監視システムを検討しています。

②ケーブル老巧化による絶縁不良：劣化の程度を調査し、

設備の更新を計画的に実施しています。

■明石工場の女性従業員の消火訓練

明石工場は従業員に占める女性の比率が高く、女性

チームによる小集団活動や保安防災活動を推進してい

ます。2003年度からは女性消火班を編成し、定期的に

消火栓操作の消防訓練を実施しています。

■休業災害について

年々減少傾向にあった休業災害は2002年度に4件発

生したため、2003年度は危機感を持ち、労働災害の発

生比率が高い30歳未満への安全教育の充実を重点的に

取り組み、その結果休業災害は1件に減少しました。

安全衛生・保安防災活動

安全性の先取り強化による無事故・無災害の推進

千葉工場のゼロ災会議

コンプライアンス

行動ガイドライン

●休業度数率（％）

法令やルールを遵守することはもとより、広く倫理や道徳

を含む社会的規範を遵守することです。
*コンプライアンス用 語 解 説

※休業度数率は２００３年度よりグループ企業を含め、集計しました。
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食の安全・安心
食品部門は全売上高の約1/3を占めていますが、「食の安全・安心」に対しては、会社をあげて取り組んでいます。

「食」は「衣」「住」とは異なり、体に直接「摂り込む」もので

あるため、その“安全”を確保し、“安心”していただくことは、

食品を供給する事業者の基本的かつ最大の責務です。近年、

食品業界では乳製品、水産物のダイオキシン汚染問題、

BSE*問題、アレルギー表示違反事件などが多発し、その結

果として多くの消費者・需要家の皆様が、食品一般に対して

強く疑念を感じるような状況に至りました。

このような背景から、「おいしさと安心のベストパートナー

リス印」のブランドキャッチのもとに、「安心しておいしく

食べられる食品」を提供することに努めています。

食の安全に関する基本方針

社会的背景を踏まえた食品に対する考え方

食の安全への取り組み

■食品衛生管理委員会

取締役兼常務執行役員を委員長として各工場、研究所、

本社関係部署が参加して定期的に委員会を開催していま

す。食品衛生一般、食品コンプライアンスに関する方針

決定、法規制へ適合と食品の安全性確保を主として各種

活動を展開しました。

■法令改定情報の把握・情報共有化・対策実行体制

官報、各所属業界団体、行政機関のホームページ、情報

配信サービスなどから法令制定・改廃、製品開発に関す

る法規制情報の入手に努め、関係部署へ情報提供すると

ともに、2003年度改正JAS法、食品衛生法および関連

法規の教育を実施しました。

■原料、購入製品の安全

食品原料購入規格保証書、製

造委託品購入規格保証書の充実

とチェック、工場内トレーサビリ

ティシステムの確立を行い、原料

メーカー、原料産地へ遡ってのト

レーサビリティシステムについて

も構築を進めています。

食品安全に関する社内体制と食品衛生の向上への対応

食に関わるリサイクルへの取り組み

■ 食品廃棄物の削減および再利用への取り組み

適正生産、適正保管の管理を実施することにより食品

廃棄物は数量ベースで前年比54％の削減をしました。

■ ノン段ボール化への取り組み

一部の製品については、段ボールの切りくず（紙粉）の

製品への付着混入防止、廃棄物処理、資源の浪費防止の

観点から、回収して再使用可能な金属製、プラスチック製

コンテナー容器への変更を推し進めています。

食品リサイクルへの取り組みとノン段ボールへの対応

添加物を制限した

「プレミアムショート-ADF*」

「プレミアムショート-ADF」

を使用した製品

トレーサビリティシート

Bovine Spongiform Encephalopathy：牛海綿状脳症。

牛の脳の組織にスポンジ状の変化を起こし、起立不能など

の症状を示す遅発生かつ悪性の中枢神経系の疾病。

*BSE用 語 解 説
Artificial Additive Free：社内用語で、香料以外で表示の

必要な合成添加物を使用していないことを意味しています。
*ADF
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集計について

環境会計
事業活動における環境保全コストと、活動により得られた効果を定量的に評価するために、2000年度より環境会

計を導入しています。これらの集計結果は、より効果的・効率的な環境経営を実践していくための指標にするととも

に、環境保全活動を皆様に深くご理解していただくためのツールとして活用していく考えです。

■集計方法と基準となるガイドライン

①環境省の発表している2002年3月の「環境会計ガイ

ドライン2002年版」、「環境保全コスト分類の手引き

2003年版」、「事業者の環境パフォーマンス指標ガイ

ドライン2002年度版」および（社）日本化学工業協

会・日本レスポンシブル・ケア協議会の「化学企業のた

めの環境会計ガイドライン」を採用し、信頼性、比較可

能性、検証可能性を重要視しています。

②「みなし効果」「リスク回避」などの効果は算定していま

せんが、将来統一されたガイドラインが提示された段

階で採用する考えです。

③減価償却費は、設備工程によって償却期間が異なりま

すが、法定の定額償却によって算定しています。経済

効果の計上は、減価償却期間中の５年間の効果を算定

しています。

ガイドラインに基づいた、信頼性の高い集計結果を明示

2003年度の活動と結果

今後の進め方

環境保全活動に対する経済効果の概要

■環境投資額と経済効果

2003年度の設備投資総額73.5億円の内、環境投資

額は6.3億円で、総設備投資の8.6％であり、この割合

は増加しました。2003年度は前年度対比で環境投資が

2.8億円、保全費用が1.5億円それぞれ増加しました。

経済効果はほとんど増減がありませんでした。

■環境保全費用と経済効果

環境保全費用金額17.8億円に対し、環境保全対策に

伴う経済効果は、5.6億円となり、費用の31.5％でした。

「環境会計の集計標準」に基づき、各事業所の集計精度を内部検証によってさらに向上させていきます。

集計精度の向上と集計速度の迅速化を推進

●投資金額

■集計範囲と対象期間

2003年度の環境会計は旭電化工業（株）と国内グループ企業を取り入れて集計しました。

●環境保全費用と経済効果
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環境保全活動の各項目別の内容とそのコストは以下の通りです。
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E N V I R O N M E N T A L  R E P O R T  2 0 0 4

分 類

（1）事業エリア内コスト

（２）上・下流環境負荷抑制コスト

環境負荷を抑制するための環境保全コスト

容器包装等回収・リサイクルコスト、グリーン購入

環境負荷を抑制するための環境保全コスト

環境負荷を抑制するための環境保全コスト

主 な 内 容 投資額

５９２

２５２

２４８

９２

４

（３）管理活動コスト 環境教育、ISO維持、分析・測定費、緑化、除草

（４）研究開発コスト 環境保全に係わる研究・開発費

（５）社会活動コスト 緑化、除草、情報公開費、協会分担金

（６）環境損傷対応コスト

合 計

土地汚染等、自然修復金

３７

０

０

０

６３３

１,６２５

９７１

１８１

４７３

９

１０９

２４

３

９

１,７７９

－

２２

８

１５

２３

－

－

費用額

関連掲載
ページ

環 境 保 全 コ スト

①公害防止コスト

②地球環境コスト

③資源循環コスト

温暖化防止（省エネ）、オゾン層破壊防止設備等維持管理費

廃棄物等削減、リサイクル処理等省資源化対策費用

大気・水質・土壌・騒音・設備維持管理、汚染賦課金等

集計範囲：旭電化グループ
集計期間：２００３年４月１日～２００４年３月３１日

環境保全効果（環境負荷指標）
関連掲載ページ

－（１）事業エリア効果

単 位 ２００２年度 ２００３年度 対前年差

２０①環境汚染物質 NOX （ｔ） ６０

排出量 排出量 排出量

５４ ▲６

２０SOX （ｔ） ９５ ９４ ▲１

２０COD （ｔ） ５６ ５６ ０

２０BOD （ｔ） － ４３ －

１８②温室効果ガス （ｔ） １７９,２３７ １７８,１８９ ▲１,０４８

１７エネルギー使用量（原油換算） （kr） ７２,３３９ ７１,８３９ ▲５００

－③水の使用量 （千ｔ） １３,００６ １３,３９７ ３９１

２０④PRTR、日化協対象物質 大気への排出量 （ｔ） ５８ ５８ ０

２０水域、土壌への排出量 （ｔ） ４ １ ▲３

２０廃棄物への移動量 （ｔ） ４１８ ５５１ １３３

１９⑤産業廃棄物 外部委託量 （ｔ） １４,４９５ １３,４４２ ▲１,０５３

１９再生利用量 （ｔ） ８,３６４ ７,８２１ ▲５４３

１９中間処分量（焼却） （ｔ） ４,８４０ ４,３４０ ▲５００

１９最終埋立量 （ｔ） １,２９１ １,２８１ ▲１０

２１輸送の効率向上量 （ｔ） ４,０２７ ４,８９０ ８６３

－（２）上・下流環境効果（⑤の内訳） 排出量排出量排出量

－（３）その他の環境保全効果 製品量 製品量 製品量

■環境負荷指標の割合

環境保全効果の環境負荷指標を前年度と比較してみますと、大半の項目で減少しました。

単位：百万円

環境保全対策に伴う経済効果

効果の内容

リサイクルにより得られた収入

リサクルに伴う廃棄物処理費の削減

原材料量削減

輸送効率に伴う物流費の削減

合 計

省エネルギーによる費用の削減

金額

４

３００

２２

２０４

３３

５６３

単位：百万円 ●投資額の内訳 ●費用額の内訳



事業活動における物質フロー
事業活動における主要なインプット（資源投入）とアウトプット（製品の生産数量と環境負荷）は、以下の通りとなります。
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環境負荷のマテリアルフロー
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旭電化グループ
事業活動

研究開発

生　産

物　流

営業・オフィス活動

研究開発�

生　産�

物　流�

営業・オフィス活動�

対象：旭電化工業（株）とグループ企業9社

各指標の定義
原料：容器包装材料は除く
水：冷却用水を含む
PRTR排出量：PRTRと日化協の対象物質での排出量

340,158t
（前年度比3.5％減）

原 料

電力（原油換算）
23,716kr

（前年度比3.4％減）

燃料　
48,123kr

（前年度比6.3％増）

エネルギー

13,397千t
（前年度比3.0％増）

水

2002年度から、事業活動の物質フローを管理するためにインプット、アウトプットの数量を把握しています。地球温暖化対策の

推進、物質循環の確保を念頭に置いた環境側面フロー（マテリアルバランス）の観点から、9項目のコア指標*を把握して体系化し、

「コアセット」での管理による、環境負荷の把握・管理

INPUT－現状と課題－

生産部門だけではなく、非生産部門および物流部門においてもエネル

ギー使用量の削減に取り組みます。

エネルギー使用量の減少と、今後の削減への取り組み

環境省の「事業者の環境パフォーマンス指標ガイドライン」

（2002年度版）では事業活動のインプットとアウトプットの

指標を9つの項目で表現し、管理することを推奨しています。

*9項目の
コア指標用 語 解 説



温室効果ガス排出量・・178,189t
（前年度比0.6％減）

SOx排出量・・・・・・・・・・・・・・・・94t
（前年度比1.1％減）

NOx排出量・・・・・・・・・・・・・・・・54t
（前年度比10％減）

ばいじん排出量 ・・・・・・・・・・・・・5t
（前年度比25％増）

大気系

PRTR排出量・・・・・・・・・・・・・59t
（前年度比1.7％増）

化学物質

排水量・・・・・・・・・・・・・・2,004千t
（前年度比7.4％減）

COD*排出量・・・・・・・・・・・・・・56t
（前年度比増減なし）

BOD*排出量・・・・・・・・・・・・・・43t

未処理水 ・・・・・・・・・11,300千t
（前年度比4.4％増）

水質系

生産数量・・・・・・・・・・411,462t
（前年度比0.3％増）

製　品

E N V I R O N M E N T A L  R E P O R T  2 0 0 4
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整理しています。また、これらのコア指標は1つの「コアセット」として一体で管理することで、全社的な環境負荷の把握と管理を

行っています。

研究開発�

生　産�

物　流�

営業・オフィス活動�

OUTPUT－現状と課題－

産業廃棄物は「ゼロエミッション」に向けて最終埋立量を削減します。

環境負荷低減へと結びつく、生産管理

最終埋立量・・・・・・・・・・・・1,281t
（前年度比0.8％減）

外部委託量・・・・・・・・・13,442t
（前年度比7.3％減）

廃棄物

Chemical Oxygen Demand：化学的酸素要求量。

水中の汚れを酸化剤で分解するために要する酸素量です。

Biochemical Oxygen Demand：生物化学的酸素要求量。

微生物が水中の汚れを分解するために要する酸素量です。
*COD *BOD用 語 解 説



環境適合設計と環境対応型製品の研究開発
環境に配慮した製品開発のための製品設計や製造プロセスの導入、およびその改善に積極的に取り組んでいます。ま

た、製品開発における化学物質の取扱いについては、その有用性と危険性を充分認識した上での適切な管理に努

めています。

事
業
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動
に
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け
る
環
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設
計
開
発
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研究開発の基本的な考え方

環境配慮思想に基づいた製品の研究・開発

人類にとって大きな課題である環境問題の重要性を認識し、製品の設計段階から、「環境汚染

物質を作らない、使用しない、排出しない」といった基本思想のもとで、新製品開発を行ってい

ます。また、従来製品で環境問題の懸念のある製品については、いち早く問題のない製品に代

替し、低減化することで社会に貢献しています。

■研究開発における環境適合設計

研究開発�

生　産�

物　流�

営業・オフィス活動�

環境問題と対応製品

環境対応型製品の開発による環境保全の推進

独自の技術とアイデアを活かした環境対応型製品を開

発・提供することで、様々な環境問題に取り組んでいます。

右にその代表的製品と特徴を紹介します。2003年度にお

ける環境対応型製品（自主基準で選定）の売上高は約99億

円（対前年+7億円）で、これは化学品の全売上高の14％

（対前年+1ポイント）を占めています。

・原料の確認・選定（環境負荷・安全性）

→安全性の確認された原料の使用

・製品の安全性予測

→化学物質に関する各種情報の調査

と評価

・製造プロセスの安全性予測

→環境負荷低減プロセスを考慮

・製品の環境負荷・安全性の確認

→毒性試験など

・安全性情報の提供

→MSDS*の作成

・環境負荷低減へ向けた取り

組み（プロセス改善）

・マテリアルバランスの確認

コーティング剤を

使用した感熱紙

水系ウレタンを使用した

ガラス繊維集束剤

尾久地区研究所

Material Safety Data Sheet：化学物質の名称や性質、

危険有害性、取扱上の注意等の情報を記載したシートです。
*MSDS用 語 解 説


